	様式第２号

みやぎ二酸化炭素排出削減支援事業申請辞退届

年　　月　　日　
　
宮城県知事　　　　　　　　　　　　　　殿

届出者
住　所
氏名又は名称
及び代表者名

　　　　年　　月　　日付けで申請しましたみやぎ二酸化炭素排出削減支援事業について、下記のとおり申請を辞退したいので、届け出します。

記
１　補助事業の名称


２　辞退の理由


























	様式第３号

みやぎ二酸化炭素排出削減支援事業変更承認申請書

年　　月　　日　

　宮城県知事　　　　　　　　　　　　　　殿

申請者
住　所
氏名又は名称
及び代表者名


　　　　年　　月　　日付け宮城県（環政）指令第　　　号で補助金の交付決定の通知のありましたみやぎ二酸化炭素排出削減支援事業について、事業の内容を下記のとおり変更したいので、承認されますよう関係書類を添えて申請します。

記
１　補助事業の名称


２　変更の内容


３　変更の理由


４　関係書類
　　実施計画書（様式　　別添様式）
　　（うち、事業経費の配分については「別添」）















	様式第３号　別添

事業経費配分内訳比較表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	補助率
1/3
以内の
設備
	設備の名称
	

	
	費目
	事業に要する経費
	備考

	
	
	計画変更前
	計画変更後
	

	
	
	金額
	説明
	金額
	説明
	

	
	設計費
	
	
	
	
	

	
	（小計）
	
	
	
	
	

	
	設備費
	
	
	
	
	

	
	（小計）
	
	
	
	
	

	
	工事費
	
	
	
	
	

	
	（小計）
	
	
	
	
	

	
	諸経費
	
	
	
	
	

	
	（小計）
	
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	
	
	

	
	消費税
	
	
	
	
	

	
	総計
	
	
	
	
	

	
	費目
	補助対象経費の額
	補助金申請額
	備考

	
	
	計画変更前
	計画変更後
	計画変更前
	計画変更後
	

	
	設計費
	
	
	
	

	
	（小計）
	
	
	
	

	
	設備費
	
	
	
	

	
	（小計）
	
	
	
	

	
	工事費
	
	
	
	

	
	（小計）
	
	
	
	

	
	諸経費
	
	
	
	

	
	（小計）
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	(a)
	(A)
	

	








補助率
1/2
以内の
設備
	設備の名称
	

	
	費目
	事業に要する経費
	備考

	
	
	計画変更前
	計画変更後
	

	
	
	金額
	説明
	金額
	説明
	

	
	設計費
	
	
	
	
	

	
	（小計）
	
	
	
	
	

	
	設備費
	
	
	
	
	

	
	（小計）
	
	
	
	
	

	
	工事費
	
	
	
	
	

	
	（小計）
	
	
	
	
	

	
	諸経費
	
	
	
	
	

	
	（小計）
	
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	
	
	

	
	消費税
	
	
	
	
	

	
	総計
	
	
	
	
	

	
	費目
	補助対象経費
	補助金申請額の額
	備考

	
	
	計画変更前
	計画変更後
	計画変更前
	計画変更後
	

	
	設計費
	
	
	
	

	
	（小計）
	
	
	
	

	
	設備費
	
	
	
	

	
	（小計）
	
	
	
	

	
	工事費
	
	
	
	

	
	（小計）
	
	
	
	

	
	諸経費
	
	
	
	

	
	（小計）
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	(b)
	(B)
	


（注１）金額の算定根拠（参考見積書、定価表、カタログ等）を添付してください。なお、入札等による請差による金額の変更の場合は、当該契約に係る契約書の写しを添付してください。
（注２）金額は契約単位で記入してください
（注３）補助金交付申請額は、補助対象経費の額の合計に補助率を乗じた額（千円未満切り捨て、補助限度額以内）となります。

 


























	様式第４号

みやぎ二酸化炭素排出削減支援事業中止（廃止）承認申請書

　　　　年　　月　　日　


　宮城県知事　　　　　　　　　　　　　　殿

申請者
住　所
氏名又は名称
及び代表者名

　　　　年　　月　　日付け宮城県（環政）指令第　　　号で補助金の交付決定の通知のありましたみやぎ二酸化炭素排出削減支援事業について、下記のとおり事業を中止（廃止）したいので、承認されますよう関係書類を添えて申請します。

記
１  補助事業の名称


２  中止（廃止）の理由


３　中止の期間（廃止の場合は記載不要）




















	様式第５号

みやぎ二酸化炭素排出削減支援事業遅延等報告書

　　　　年　　月　　日　

　宮城県知事　　　　　　　　　　　　殿

届出者
住　所
氏名又は名称
及び代表者名

　　　　年　　月　　日付け宮城県（環政）指令第　　　号で交付決定の通知のありましたみやぎ二酸化炭素排出削減支援事業について、下記の理由により今年度内に完了できないので報告します。

記
１　補助事業の名称


２　補助事業の進捗状況


３　補助事業に要した経費


４　遅延の内容及び原因


５　遅延に対する措置
















	様式第６号

みやぎ二酸化炭素排出削減支援事業交付決定前着手届

　　　　年　　月　　日　

　宮城県知事　　　　　　　　　　　　　　殿

届出者
住  所
氏名又は名称
及び代表者名

担当者職氏名
ＴＥＬ
ＦＡＸ
Ｅ－mail

　みやぎ二酸化炭素排出削減支援事業に係る事業について、　年　月　日に着手したいので、みやぎ二酸化炭素排出削減支援事業補助金交付要綱第10の規定により届け出ます。
　なお、交付決定前に着手する事業に関しては、交付金が交付されないこととなっても異議はありません。 

記

１　計画名


２　交付決定前の着手を必要とする事由
 
















	様式第８号

みやぎ二酸化炭素排出削減支援事業に係る消費税及び地方消費税仕入控除税額報告書

　　　　年　　月　　日　


　宮城県知事　　　　　　　　　　　　　　殿

報告者
住  所
氏名又は名称
及び代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

  　　　　年　　月　　日付け宮城県（環政）指令第　　　号で交付決定の通知のありましたみやぎ二酸化炭素排出削減支援事業補助金について、下記のとおり報告します。

記
１　補助事業名称


２　補助金額（県が補助金の額の確定通知書により通知した額）
金　　　　　　　　　　　　円

３　補助金の額の確定時に減額した消費税及び地方消費税仕入控除税額
金　　　　　　　　　　　　円

４　消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税仕入控除税額
金　　　　　　　　　　　　円

５　補助金返還相当額
金　　　　　　　　　　　　円















	様式第９号

みやぎ二酸化炭素排出削減支援事業遂行状況報告書
（再生可能エネルギー等設備導入事業）

　　　　年　　月　　日　

宮城県知事　　　　　　　　　　　　　　殿

報告者
住　所
氏名又は名称
及び代表者名

担当者職氏名
ＴＥＬ　　　　　　　　　　ＦＡＸ
Ｅ－mail

　　　　年　　月　　日付け宮城県（環政）指令第　　　号でみやぎ二酸化炭素排出削減支援事業（設備整備事業－再生可能エネルギー等設備導入事業）補助金の交付決定の通知のありました補助事業について、みやぎ二酸化炭素排出削減支援事業補助金交付要綱第16の規定により、　　　年11月30日現在の事業遂行状況に関し、関係書類を添えて下記のとおり報告します。

記
１　事業の名称


２　事業の進捗状況


３　完了予定日
（１）予定日　　　　　　年　　　月　　　日
（２）年度内に完了しない見込みの場合はその理由

４　添付書類
（１）進捗状況書（別紙１）
（２）当初計画との進捗状況比較表（別紙２）
（３）その他関係資料
別添のとおり

※　事業の進捗状況の報告に当たっては、11月末日現在の状況及び今後の事業予定を記載してください。
※　その他関係書類は、進捗状況を立証する資料等を添付してください。

 



	様式第９号　別紙１
進　　捗　　状　　況　　書　


１　事業の進捗状況






２　事業完了までの課題及び解決方法








































様式第９号　別紙２
当初計画との進捗状況比較表
（事業期間：令和　　年　　月　　日～令和　　年　　月　　日）
	実施年月
項目
	令和７年
	令和８年

	
	８月
	９月
	１０月
	１１月
	１２月
	１月
	２月
	３月

	実施見積作業
	
	
	
	
	
	
	
	

	契約・発注
	
	
	
	
	
	
	
	

	設備等の納品
	
	
	
	
	
	
	
	

	工事の着手及び
工事の完了
	
	
	
	
	
	
	
	

	試運転調整作業等
	
	
	
	
	
	
	
	

	検収作業
	
	
	
	
	
	
	
	

	支払
	
	
	
	
	
	
	
	

	報告書作成・提出
	
	
	
	
	
	
	
	


※　交付申請時に提出した事業計画スケジュールを参考に、当初計画については黒矢印、実績については赤矢印、今後の予定については青矢印を用いて、それぞれの項目における進ちょく状況を記入してください。
なお、それぞれの矢印について左端には開始日を右端には終了日を記載してください。


	様式第10号

みやぎ二酸化炭素排出削減支援事業経過報告書

　　　　年　　月　　日　
 

宮城県知事　　　　　　　　　　　　　　殿

報告者
住  所
氏名又は名称
及び代表者名

　　　　年　　月　　日付け宮城県（環政）指令第　　号で交付決定の通知のありましたみやぎ二酸化炭素排出削減支援事業補助金の対象設備等の運転状況について、みやぎ二酸化炭素排出削減支援事業補助金交付要綱第17の規定により、下記のとおり報告します。 

記
１　補助事業の名称

２　運転状況（高効率設備の場合は、記載不要）

	項目
	交付申請書に
記載した目標値
	実績値
（　　年度）
	備考

	１　発電量・
温熱生産量等
	
	
	

	２　設備利用率
	
	
	


　　　※「１　発電量等」については設備ごとで異なるため、空欄に適切な「項目名称」を記載の上、必要数値を記載すること。
　　　　【例】　「発電量　10,000kWh」、「年間温熱生産量　10,000GJ/年」など

３　事業状況　別紙のとおり


４　発電量、又CO２排出量等の増減について（考えられる要因等を記載すること。）










様式第10号　別紙
事業状況

	
	補助事業前
	申請時の見込値
	　　　年度
（補助事業後）

	対象事業所全体のCO2排出量
（ｔ－CO2/年）　（Ａ）
	
	
	

	対象事業所の生産数量又は延べ床面積（単位も記入すること）
（Ｂ）
	
	
	

	CO2排出原単位
（Ａ）／（Ｂ）
	
	
	

	CO2排出削減量（ｔ－CO2/年）※１
	
	

	CO2排出削減率（％）※２
	
	

	今回の導入設備による削減経費（千円・年）※３
	
	


（算定の根拠及び施設運用の状況等を添付すること。）

※１　CO2排出削減量＝（補助事業前のCO2排出原単位－補助事業後のCO2排出原単位）×
補助事業前の生産数量等
※２　CO2排出削減率＝（１－補助事業後のCO2排出原単位÷補助事業前のCO2排出原単位）×100
※３　今回の導入設備によって削減された経費（ランニングコスト）を記載する。
























	様式第11号

みやぎ二酸化炭素排出削減支援事業財産処分承認申請書

　　　　年　　月　　日　

　
　宮城県知事　　　　　　　　　　　　　　殿

申請者
住  所
氏名又は名称
及び代表者名　　　　　　　　　    　　　　　　

　　　　年　　月　　日付け宮城県（環政）指令第　　　号で交付決定の通知のありましたみやぎ二酸化炭素排出削減支援事業補助金により取得した財産を下記のとおり処分したいので、承認されるよう申請します。

記
１　補助事業の名称


２　取得財産の名称及び取得年月日


３　取得価格及び時価


４　処分の理由


５　処分の方法（売却の場合は、売却先及び売却価格を記載すること。）















	様式第12号

みやぎ二酸化炭素排出削減支援事業財産処分報告書

　　　　年　　月　　日　


　宮城県知事　　　　　　　　　　　　　　殿

報告者
住  所
氏名又は名称
及び代表者名　　　　　　　　　    　　　　　　

　　　　年　　月　　日付け宮城県（環政）指令第　　　号で承認を受けた　　　年度みやぎ二酸化炭素排出削減支援事業による取得財産の処分について、下記のとおり実施しましたので報告します。
（なお、本処分により、収入が生じたことから、指示に従い返納します。）
（今後、担保権が実行された場合には、速やかに知事に報告を行い、その指示に従います。）

１　処分の内容
（１）補助事業名及び交付内容

（２）処分する財産名等

（３）処分内容及び処分予定日

２　処分理由


３　納付額
















	様式第13号

みやぎ二酸化炭素排出削減支援事業地位承継届出書

　　　　年　　月　　日　


　宮城県知事　　　　　　　　　　　　　　殿

報告者
住  所
氏名又は名称
及び代表者名　　　　　　　　　    　　　　　　

　　　　年　　月　　日付け宮城県（環政）指令第　　　号で交付決定の通知のありましたみやぎ二酸化炭素排出削減支援事業補助金により実施した事業を下記のとおり承継したので、届け出ます。

記
１　補助事業の名称


２　被承継者
住  所
氏名又は名称

３　承継者
住  所
氏名又は名称
　電話番号
　担当者名
　緊急連絡先

４　事業承継年月日


５　事業を承継する理由



６　関係法令の手続き状況






	
参考様式

取得財産等管理台帳



	区分
	財産名
	規格
	数量
	単価
	金額
	取得年月日
	処分制限期間
	保管場所
	補助率
	備考

	
	
	
	
	円


	円
	
	
	
	
	


（注）
１　対象となる取得財産等は、取得価格又は効用の増加価格が交付要綱第20第２項に定める処分制限額以上の財産とする。
２　財産名の区分は、（ア）器具及び備品、機械及び装置、（イ）無形資産、（ウ）開発研究　　　用資産、（エ）その他の物件とする。
３　数量は、同一規格等であれば一括して記載して差し支えない。単価が異なる場合は分割して記載すること。
４　取得年月日は、検収年月日を記載すること。
５　処分制限期間は、交付要綱第20に定める期間を記載すること。
 























